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連結経営成績・財政状態

経営成績（累計）

財政状態 （単位：億円）

（単位：億円）

当年度
(A)

前年度
(B)

増　減
(A)-(B)

対前年度
増減率％

売 上 高 8,559 9,020 △ 460 △ 5.1

営 業 利 益 732 758 △ 25 △ 3.4

経 常 利 益 613 640 △ 27 △ 4.2

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益 439 642 △ 202 △ 31.5

1 株 当 た り 当 期 純 利 益
207円40銭 305円90銭 △98円50銭

当年度末
(A)

前年度末
(B)

増　減
(A)-(B)

総 資 産 24,710 22,440 2,270

純 資 産 4,736 4,073 663

自 己 資 本 比 率 18.5% 17.5% 1.0%



（単位：億円）

連結収支比較表
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当年度
(A)

前年度
(B)

増　減
(A)-(B)

対前年度
増減率％

営業収益（売上高） 8,559 9,020 △ 460 △ 5.1

電気事業営業収益 8,116 8,551 △ 435 △ 5.1

その他事業営業収益 443 469 △ 25 △ 5.4

営業外収益 74 35 38 107.5

8,633 9,056 △ 422 △ 4.7

営業費用 7,827 8,262 △ 434 △ 5.3

電気事業営業費用 7,460 7,867 △ 407 △ 5.2

その他事業営業費用 367 394 △ 26 △ 6.8

営業外費用 193 153 39 25.7

8,020 8,415 △ 395 △ 4.7

 [732]  [758]  [△25] [△ 3.4]

613 640 △ 27 △ 4.2

6 △ 7 14 －

12 195 △ 183 △ 93.8

618 843 △ 224 △ 26.6

165 191 △ 26 △ 13.9

453 651 △ 198 △ 30.4

13 9 4 42.1

439 642 △ 202 △ 31.5

当期包括利益 730 805 △ 75 △ 9.3

合　計

経
常
収
益

合　計

経
常
費
用

当 期 純 利 益

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

（参考）

[ 営    業    利    益 ]

経    常    利    益

渇水準備金引当又は取崩し

税金等調整前当期純利益

法    人    税    等

特    別    利    益



連結決算の概要（対前年度比較）

売上高
（減収）

燃料価格などの低下に伴う燃料費等調整額の減少などにより、

前年度に比べ460億円減少の8,559億円となりました。

経常利益
（減益）

燃料価格などの低下に伴う燃料費等調整制度の期ずれ差益の拡大や

水力発電量の増加に伴う燃料費の減少はありましたが、

泊発電所の再稼働に向けた取り組みや労務費・物価および金利の上昇などにより、

前年度に比べ27億円減少の613億円となりました。

親会社株主に
帰属する

当期純利益
（減益）

経常利益の減少に加え、

特別利益に計上した核燃料売却益の減少などにより、

前年度に比べ202億円減少の439億円となりました。
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（単位：億円）

2025年度実績－連結経常利益の変動要因（対前年度比較）
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2025年度
（実績）

2024年度
（実績）

640

＋40

613

＋44

その他

託送料金の見直し など

＋74

水力発電量の増加

泊発電所の
再稼働に

向けた取り組み

△75
労務費・物価および

金利上昇など

△110

燃料費等
調整制度の
期ずれ影響



2025年度

実績
（Ａ）

1月公表
（B）

増減
(Ａ)－(Ｂ）

売 上 高 8,559 8,670程度 △ 110程度

営  業  利  益 732 590程度 140程度

経  常  利  益 613 430程度 180程度

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当  期  純  利  益 439 280程度 160程度

2025年度の連結経常利益については、石油火力稼働減に加え、収益拡大・費用低減の取り組みや
諸経費などの支出時期ずれによる費用の減少などにより、1月に公表した業績予想に比べ180億円
程度の増加となりました。

（ 対 前 期 増 減 率 ）

小 売 ・ 他 社 販 売 電 力 量
（  1.6％）

341
（ 3.1％程度）

346程度   △   5程度

（ 対 前 期 増 減 率 ）

小 売 販  売  電  力  量
（△3.0％）

221
（△0.4％程度）

227程度 △   6程度

（単位：億円，億kWh）

※小売販売電力量および小売・他社販売電力量は、北海道電力㈱および北海道電力ネットワーク㈱の販売電力量を示している。 

（参考）連結決算の概要（対１月公表比較）
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1月公表値 電源調達コストの低減 経営効率化による費用削減 諸経費等の支出時期ずれ その他 2025年度実績

（単位：億円、億円程度）

収益拡大・
費用削減の
取り組み

その他

1月公表予想
経常利益

2025年度実績
経常利益

430

613

+80

+30

石油火力稼働減 グループ会社利益の増加 など 

+40
諸経費等の

支出時期ずれなど

+30

（参考）2025年度実績－連結経常利益の変動要因（対1月公表比較）
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2026年度 連結業績予想
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2026年度通期の連結業績につきましては、現下の中東情勢を踏まえた燃料価格や卸電力市場価
格の上昇などを反映し、以下のとおり算定しております。

（単位：億円，億kWh）

2026年度
見通し（Ａ）

2025年度
実績（Ｂ）

増減

(Ａ)－(Ｂ）

売 上 高 9,700程度 8,559 1,140程度

営  業  利  益 480程度 732 △250程度

経  常  利  益 300程度 613 △310程度

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当  期  純  利  益

220程度 439 △220程度

【主要諸元】

為 替 レ ー ト （ 円 / $ ） 158程度 151 ７程度

原 油 C I F 価 格 （ $ / b l ） 95.0程度 71.4 24.0程度

（ 対 前 期 増 減 率 ）

小 売 ・ 他 社 販 売 電 力 量
（  5.0％程度）

358程度
（  1.6％）

341   17程度

（ 対 前 期 増 減 率 ）

小 売 販  売  電  力  量
（△1.0％程度）

219程度
（△3.0％）

221 △   2程度

※小売販売電力量および小売・他社販売電力量は、北海道電力㈱および北海道電力ネットワーク㈱の販売電力量を示している。 



小売・他社

販売電力量

小売販売電力量は、継続的な企業進出に伴う需要の増加はありますが、

引き続き厳しい競争環境が継続することなどにより、減少する見込みです。

他社販売電力量は、相対販売が増加する見込みであることなどから、

小売・他社販売電力量の合計では、

前年度に比べ17億kWh増加の358億kWh程度となる見通しです。

売上高

（増収）

燃料価格などの上昇に伴う燃料費等調整額の増加などにより、

前年度に比べ1,140億円増加の9,700億円程度となる見通しです。

経常利益

（減益）

泊発電所の再稼働費用が減少するものの、

燃料費等調整制度の期ずれ影響が差益から差損に転じることによる収支悪化や、

労務費・物価および金利の上昇などにより、

前年度に比べ310億円減少の300億円程度となる見通しです。

親会社株主に
帰属する

当期純利益

（減益）

経常利益の減少などにより、

前年度に比べ220億円減少の220億円程度となる見通しです。

2026年度 連結業績予想の概要
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2026年度業績予想－連結経常利益の変動要因（対前年度比較）

10

（単位：億円、億円程度）

613

300

その他

2025年度
（実績）

2026年度
（収支見通し）

泊発電所の
再稼働費用の減少

△210

労務費・物価および
金利上昇など

燃料費等
調整制度の
期ずれ影響

△140

+70

水力発電量の減少 など

△30



当社の利益配分につきましては、「DOE2％を目安とした安定配当」を基本方針とし、泊発電所3号機の再稼働ま

では、DOE2％を目指しつつ、財務基盤の回復を念頭に置きながら総合的に判断していくこととしております。

これを踏まえ、本日開催の取締役会において、 以下のとおり2026年6月25日開催予定の第102回定時株主総

会に付議することを決議いたしました。

2025年度 期末配当
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・当社普通株式     → 1株につき金17円                                   （総額  3,497百万円）

・当社B種優先株式 →   1株につき金1,500,000円   （総額   705百万円）



当社の利益配分につきましては、「DOE2％を目安とした安定配当」を基本方針とし、泊発電所3号機の再稼働ま

では、DOE2％を目指しつつ、財務基盤の回復を念頭に置きながら総合的に判断していくこととしております。

これらを踏まえ、2026年度の配当予想につきましては、普通株式は2025年度同様に、DOE1.8%とし、年間1株

当たり33円（中間・期末ともに1株当たり16.5円）といたします。 

普通株式 Ｂ種優先株式

中間 期末 年間 中間 期末 年間

2025年度 15円 17円 32円 1,500,000円 1,500,000円 3,000,000円

2026年度
（予想）

16.5円 16.5円 33円 1,500,000円 1,500,000円 3,000,000円

【1株当たり配当金】

2026年度 配当予想

12



○販売電力量（連結）

○北海道電力㈱小売販売電力量の月別推移

○連結収支比較表（収益）

○供給電力量（連結）

○連結収支比較表（費用・経常利益）

○連結セグメント情報

○連結キャッシュ・フロー計算書

○(参考)2025年度の燃料費等調整制度の期ずれ影響（イメージ）

○(参考)202６年度の燃料費等調整制度の期ずれ影響（イメージ）

○費用項目（2社合計）

・人件費

・燃料費・購入電力料

・修繕費、減価償却費

・支払利息、その他費用

○主要諸元・影響額

○連結貸借対照表

○連結包括利益計算書

13
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・小売販売電力量は、卸電力市場価格や燃料価格が低位で推移したため、厳しい競争環境となったことなど
 から、合計で22,118百万kWh、対前年伸び率△3.0%となりました。

 ・他社販売電力量は、再生可能エネルギーの買取増加に伴う販売量の増加などにより、合計で11,981百万
kWh、対前年伸び率11.2%となりました。

（単位：百万kWh）

※1 小計欄は、北海道電力㈱の販売電力量を示している。

※2 その他欄は、北海道電力ネットワーク㈱の販売電力量を示している。

販売電力量（連結）
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当年度
(A)

前年度
(B)

増　減
(A)-(B)

対前年度
増減率％

電　灯 7,719 7,805 △ 86 △ 1.1

電　力 1,711 1,764 △ 53 △ 3.0

計 9,430 9,569 △ 139 △ 1.5

12,628 13,160 △ 532 △ 4.0

22,058 22,729 △ 671 △ 3.0

60 71 △ 11 △ 15.4

22,118 22,800 △ 682 △ 3.0

11,981 10,770 1,211 11.2

34,099 33,570 529 1.6

他社販売電力量

小売・他社販売電力量合計

低
圧

高圧・特別高圧

小計(※1)

合計

その他(※2)

小
売



（百万kWh, ％）

（単位：℃）【北海道（札幌市）の平均気温】

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平均気温

202４年～202５年

実 績 2.0 8.5 14.9 20.6 25.8 24.7 20.7 11.9 5.4 △ 0.1 △ 4.0 △ 0.5 3.6

前年差 1.2 △1.9 0.7 1.6 2.5 0.1 0.8 △ 1.9 △ 0.6 1.8 △ 2.8 0.4 1.6

平年差 0.9 1.2 1.9 3.6 4.7 2.4 2.1 △ 0.2 0.2 0.8 △ 0.8 2.2 2.5

2024年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

低 圧

電 灯 703 634 488 512 612 569 499 637 681 967 761 742 7,805

電 力 169 98 73 82 99 90 77 101 164 325 253 233 1,764

計 872 732 561 594 711 659 576 738 845 1,292 1,014 975 9,569

高圧･特別高圧 982 973 1,002 1,137 1,142 1,034 1,036 1,074 1,270 1,222 1,121 1,167 13,160

(対前年同期増減率) (△0.5%) (△2.6%) (△1.5%) (△2.0%) (△3.1%) (△6.6%) (△4.1%) (0.4%) (△2.0%) (△3.0%) (△6.5%) (△5.2%) (△3.2%)

合 計 1,854 1,705 1,563 1,731 1,853 1,693 1,612 1,812 2,115 2,514 2,135 2,142 22,729

202５年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

低 圧

電 灯 690 635 449 536 647 530 508 633 695 934 779 683 7,719

電 力 167 99 66 81 94 79 73 104 164 307 278 199 1,711

計 857 734 515 617 741 609 581 737 859 1,241 1,057 882 9,430

高圧･特別高圧 962 931 966 1,125 1,064 998 1,000 1,019 1,166 1,219 1,077 1,101 12,628

(対前年同期増減率) (△1.9%) (△2.3%) (△5.3%) (0.7%) (△ 2.6%) (△ 5.1%) (△1.9%) (△3.1%) (△4.3%) (△2.1%) (0.0%) (△7.4%) (△3.0%)

合 計 1,819 1,665 1,481 1,742 1,805 1,607 1,581 1,756 2,025 2,460 2,134 1,983 22,058
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北海道電力㈱小売販売電力量の月別推移



（単位：億円）

※ ２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。

連結収支比較表（収益）
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当年度
(A)

前年度
(B)

増　減
(A)-(B)

対前年度
増減率％

主　な　増　減　要　因

8,559 9,020 △ 460 △ 5.1

8,116 8,551 △ 435 △ 5.1

5,645 5,992 △ 346 △ 5.8

2,487 2,574 △ 87 △ 3.4

地 帯 間 ・ 他 社
販売電力料(再掲)

1,636 1,769 △ 133 △ 7.5

託送収益(再掲） 523 432 90 20.9

△ 16 △ 15 △　　 　　0 4.5

443 469 △ 25 △ 5.4

74 35 38 107.5

8,633 9,056 △ 422 △ 4.7

営 業 外 収 益

経 常 収 益

売 上 高

電 気 事 業 営 業 収 益

電 灯 ・ 電 力 料

そ の 他

子 会 社 ・ 連 結 修 正

２
社
合
計
※

そ の 他 事 業 営 業 収 益

【増加要因】

・国による電気・ガス価格激変緩和対策等

 事業に伴う値引額の減少(70)

【減少要因】

・燃料費等調整額の減少(△249)

・小売販売電力量の減少

【減少要因】

・国による電気・ガス価格激変緩和対策等

事業に伴う補助金の減少(△70)



・ 泊発電所が全基停止する中、出水率が103.6％と平年を上回ったことに加え、供給設備の適切な運用に

より、安定した供給を確保することができました。

※他社受電電力量には、連結子会社や持分法適用会社からの受電電力量が含まれている。

（単位：百万kWh）
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供給電力量（連結）

当年度
(A)

前年度
(B)

増　減
(A)-(B)

対前年度
増減率％

( 出 水 率 % ) (103.6%) (89.8%) (13.8%)

水　　 　  力
3,646 2,992 654 21.9

火　　 　  力
15,186 16,167 △ 981 △ 6.1

(設備利用率%) ( －) ( －) ( －)

原 　子　 力
-                      -                      -                       -                   

新エネルギー等
59 117 △ 58 △ 49.9

計
18,891 19,276 △ 385 △ 2.0

18,123 17,427 696 4.0

△ 386 △ 451 65 △ 14.5

36,628 36,252 376 1.0

発

電

電

力

量

他 社 受 電 電 力 量※

合         計

揚   水   用   等



（単位：億円）

※ ２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。

連結収支比較表（費用・経常利益）
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当年度
(A)

前年度
(B)

増　減
(A)-(B)

対前年度
増減率％

主　な　増　減　要　因

7,460 7,867 △ 407 △ 5.2

558 572 △ 14 △ 2.5

1,386 1,741 △ 355 △ 20.4

2,469 2,629 △ 159 △ 6.1

848 797 50 6.3

651 665 △ 14 △ 2.1

1,636 1,513 122 8.1

△ 90 △ 52 △ 37 70.4

367 394 △ 26 △ 6.8

193 153 39 25.7

147 109 37 34.5

8,020 8,415 △ 395 △ 4.7

613 640 △ 27 △ 4.2

電 気 事 業 営 業 費 用

人 件 費

燃 料 費

購 入 電 力 料
２
社
合
計
※

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ( 再 掲 ）

経 常 費 用

経 常 利 益

修 繕 費

減 価 償 却 費

そ の 他 費 用

子 会 社 ・ 連 結 修 正

そ の 他 事 業 営 業 費 用

・燃料価格の低下 (△256)

・水力発電量の増加に伴う燃料費の減少(△74)

・小売販売電力量の減少

・労務費・物価上昇に伴う増加(34)

・泊発電所の再稼働に向けた取り組み(43)

・労務費・物価上昇に伴う増加(39)

・金利上昇に伴う増加



・北海道電力セグメントの売上高は、燃料価格などの低下に
伴う燃料費等調整額の減少などにより、前年度に比べ
522億円減少の7,358億円となりました。

   セグメント損益は、燃料価格などの低下に伴う燃料費等調
整制度の期ずれ差益の拡大や水力発電量の増加に伴う燃
料費の減少はありましたが、泊発電所の再稼働に向けた取
り組みや労務費・物価および金利の上昇などにより、前年
度に比べ90億円減少の446億円の経常利益となりまし
た。

 ・北海道電力ネットワークセグメントの売上高は、託送料金
見直しの影響や夏季の高気温によるエリア需要の増加に
伴う託送収益の増加などにより、前年度に比べ17億円増
加の3,229億円となりました。

 セグメント損益は、労務費・物価および金利の上昇などは
ありましたが、売上高の増加に加え、経営全般にわたる効
率化などにより、前年度に比べ14億円増加の25億円の
経常利益となりました。

 ・その他の売上高は、前年度に比べ217億円増加の1,757
億円となり、セグメント損益は、建設業における売上高の
増加および継続的な原価低減などにより、前年度に比べ
68億円増加の190億円の経常利益となりました。

（単位：億円）

※2 「調整額」は、連結決算におけるセグメント間取引の消去額である。

※1 「その他」は、「北海道電力」および「北海道電力ネットワーク」セグメント以外の、その他の連結
子会社等の実績である。

連結セグメント情報
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当年度
(A)

前年度
(B)

増　減
(A)-(B)

8,559 9,020 △ 460

北 海 道 電 力 7,358 7,880 △ 522

北 海 道 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク 3,229 3,211 17

そ　　　　　 　の　　　　　　　他　※1　 1,757 1,539 217

調　　　　　　 整　　　　　　　額　※2 △ 3,784 △ 3,611 △ 173

613 640 △ 27

北 海 道 電 力 446 536 △ 90

北 海 道 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク 25 11 14

そ　　　　　 　の　　　　　　　他　※1　 190 121 68

調　　　　　　 整　　　　　　　額　※2 △ 48 △ 29 △ 19

売 上 高

セグメント損益（経常損益）



・営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純
利益の減少などにより、前年度に比べ110億円減少の
1,145億円の収入となりました。

 ・投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得によ
る支出の増加や核燃料の売却による収入の減少などによ
り、前年度に比べ1,223億円増加の2,130億円の支出と
なりました。

 ・財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の増加な
どにより、前年度に比べ1,160億円増加の1,268億円の
収入となりました。

 ・以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前年度末
に比べ282億円増加の1,846億円となりました。

（単位：億円）

連結キャッシュ・フロー計算書
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当年度
(A)

前年度
(B)

増　減
(A)-(B)

1,145 1,255 △ 110

△ 2,130 △ 907 △ 1,223

△ 985 348 △ 1,334

1,268 107 1,160

282 456 △ 173

1,846 1,563 282

Ⅳ.現金及び現金同等物の増減額〔Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ〕

Ⅴ . 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

Ⅰ . 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅱ . 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

差引キャッシュ・フロー  〔Ⅰ＋Ⅱ〕

Ⅲ . 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー



（参考）2025年度の燃料費等調整制度の期ずれ影響（イメージ）
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（参考）2026年度の燃料費等調整制度の期ずれ影響（イメージ）
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当年度
(A)

前年度
(B)

増 減
(A)-(B)

主な増減要因

人 件 費 558 572 △ 14

人件費 （単位：億円）

（単位：億円）

【数理計算上の差異】

発生額
前年度
償却額

当年度（202５年度）

償却額 未償却残
終了年度

（残存年数)

2019年度発生分 37 7 － － ―

2020年度発生分 △ 46 △ 9 △ 9 － 2025年度（終了）

2021年度発生分 53 10 10 10 2026年度（１年）

2022年度発生分 29 6 6 12 2027年度（２年）

2023年度発生分 △ 56 △  11 △  11 △ 3４ 2028年度（３年）

2024年度発生分 △ 129 － △ 26 △ 103 2029年度（４年）

2025年度発生分 △ 174 － － △174 2030年度（５年）

合計 △ 30 △  289

*発生年度の翌年度から５年均等償却

※２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。 23

費用項目（２社合計※） ①



燃料費・購入電力料
（単位：億円）

当年度
(A)

前年度
(B)

増 減
(A)-(B)

主な増減要因

燃料費・購入電力料 3,856 4,371 △ 515

・燃料価格の低下 （△256）

・水力発電量の増加に伴う燃料費の減少 （△7４）

・小売販売電力量の減少
内 訳

燃   料   費 1,386 1,741 △ 355

購入電力料 2,469 2,629 △ 159

※２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。
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費用項目（２社合計※） ②



修繕費
（単位：億円）

当年度
(A)

前年度
(B)

増 減
(A)-(B)

主な増減要因

修 繕 費 848 797 50
・労務費・物価上昇に伴う増加（34）

※1電源には休止中の伊達発電所等を含む内 訳
電 源※1 453 410 42

その他 394 386 7

当年度
(A)

前年度
(B)

増 減
(A)-(B)

主な増減要因

減価償却費 651 665 △ 14

内 訳
電 源 322 329 △ 6

その他 328 335 △ 7

減価償却費 （単位：億円）

※２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。

※２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。
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費用項目（２社合計※） ③



支払利息 （単位：億円）

（単位：億円）その他費用

当年度
(A)

前年度
(B)

増 減
(A)-(B)

主な増減要因

その他費用 1,636 1,513 122
・泊発電所の再稼働に向けた取り組み（43）
・労務費・物価上昇に伴う増加（39）

当年度
(A)

前年度
(B)

増 減
(A)-(B)

主な増減要因

（期中平均金利 ％）

支 払 利 息

(0.99)

147

(0.78)

109

(0.21)

37
・金利上昇に伴う増加

※２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。

※２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。
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費用項目（２社合計※） ④



当年度
(A)

前年度
(B)

増 減
(A)-(B)

為 替 レ ー ト  (円/$) 151 153 △  2

原油 CIF価格 ($/bl) 71.4 82.4 △ 11.0

海 外 炭  CIF ($/t) 121.0 151.2 △ 30.2

L  N  G   CIF ($/t) 567.1 614.2 △ 17.2

出    水    率    (%) 103.6 89.8 13.8

主要諸元

影響額

当年度
(A)

前年度
(B)

増 減
(A)-(B)

為 替 レ ー ト  (1円/$) 8 11 △ 3

原油 CIF価格 (1$/bl) 4 4 0

海 外 炭  CIF (1$/t) 6 6 0

L  N  G  CIF (1$/t) 0.4 0.7 △ 0.3

出    水    率    (1%) 5 5 0

（単位：億円）
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主要諸元・影響額



（単位：億円）

当年度末

(A)

前年度末

(B)

増 減

(A)-(B)
主な増減要因

総   資   産 24,710 22,440 2,270
・電力需要の増加やカーボンニュートラルの実現に向けた投資に伴う

 固定資産の増加（2,440）

・減価償却の進行（△720）

負     債 19,974 18,366 1,607 ・有利子負債の増加(1,352)

純  資  産 4,736 4,073 663
・親会社株主に帰属する当期純利益の計上(439)

・配当金の支払い(△65)

当年度末

(A)

前年度末

(B)

増 減

(A)-(B)

有 利 子 負 債 残 高 15,600 14,248 1,352

自 己 資 本 比 率 18.5 17.5 1.0

（単位：億円、％）
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連結貸借対照表



（単位：億円）

当年度
(A)

前年度
(B)

増 減

(A)-(B)

当期純利益 453 651 △ 198

その他の包括利益 277 154 123

その他有価証券評価差額金 119 28 90

繰延ヘッジ損益 3 11 △ 8

退職給付に係る調整額 151 112 38

持分法適用会社に対する持分相当額 2 0 2

包括利益 730 805 △ 75

親会社株主に係る包括利益 715 790 △ 75

非支配株主に係る包括利益 15 15 0

29

連結包括利益計算書



本資料は2026年4月28日現在のデータに基づいて作成されております。また、金融商品取引法上のディスクロージャー資料ではなく、

その情報の正確性、完全性を保証するものではありません。本資料には将来の業績に関する記述が含まれておりますが、これらの記述

は将来の業績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものです。将来の業績は経営環境に関する前提条件の変化などに

伴い変化することにご留意ください。また、あくまで当社の経営内容に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価

証券の投資を勧誘することを目的としたものではありません。本資料の利用については他の方法により入手された情報とも照合確認し、

利用者の判断によって行ってください。また、本資料利用の結果生じたいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。

お問い合わせ先

北海道電力株式会社 経営企画室ＩＲグループ

〒060-8677 札幌市中央区大通東1丁目2番地

ＵＲＬ: https://www.hepco.co.jp/

https://www.hepco.co.jp/

